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+送電線空容量問題小史
n2014年頃：ローカルな線路で空容量ゼロが

公表され始める
n2016年5月：東北北部３県全域が空容量ゼロに。
n2017年9月：東洋経済記事
n2017年10月：京大再エネ講座コラム記事
n2018年1月：京大再エネ講座シンポジウム
n2018年2月：「送電線は行列のできる

ガラガラのそば屋さん？」
n2019年5月：東京電力PG 千葉系統

「試行的な取り組み」
n2020年10月以降：同 他系統にも順次拡大
n2020年4月：発送電分離（少しずつ変化…？）
n2020年8月：梶山大臣発言
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+東北電力の系統制約の例

本資料の目的外の使用を禁止します。

東北北部における系統状況変化について

図１ 平成28年4月28日付公表 図２ 平成28年5月31日付公表

系統制約個所
(空容量ｾﾞﾛ）

【系統状況について】
当社管内で䛿，これまで䛾電源䛾系統連系䛾申込みにより，現状設備䛾系統䛾空容量がないため連系希望䛾電源を受入れるこ
とができない系統制約エリア（図１着色部分）が複数点在しておりました。
今回䛾情報公表で䛿，更なる系統連系䛾申込みにより，北部と南部を接続する基幹送電線䛾一つに熱容量超過が予想されること
となり，系統制約エリア䛾範囲が，北部３県全域と宮城県一部にまで拡大しております（図２参照）。
当社基幹系統䛿，北部と南部に大別されていますが，今般，系統制約エリアとなった北部（青森・岩手・秋田県全域と宮城県沿岸
北部）䛾送電設備䛿，環状系統を構成し，南部に向けて複数䛾基幹送電線に分流して送電しています（図３参照）。
こ䛾ため，北部と南部を接続する基幹送電線に熱容量超過が予想されること䛾影響が環状系統全体に及び，ひいて䛿北部全体
が系統制約エリアとなったも䛾です。

【系統連系に必要な対応】
系統制約エリア（図２着色部分）においても，追加的に系統増強工事を行い，そ䛾費用をご負担頂くことで，系統連系が可能となり
ます。また，具体的な系統増強内容を含め，系統連系に必要となる事項䛿，系統アクセス検討をお申込み頂くことで，検討を行い回
答いたします。

東北北部

東北南部

岩手

青森

秋田

山形

新潟

宮城

福島

図３ 系統概略図

27万Ｖ
50万Ｖ

複数䛾基幹
送電線により
南部と接続

年間最大運用容量：9,872 kW
年間最大実潮流 ：1,044 kW
年間利用率 ：3.4%

定格容量ベースでは
いっぱいだが…。
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+「空容量ゼロ」路線の実際の状況
4

北海道・日高幹線東北・十和田幹線
（出典）安田・山家: 北海道・東北地方の地内送電線利用率分析と

風力発電大量導入に向けた課題, 風力エネルギー利用シンポジウム (2017)

年間利用率: 2.0%
最大利用率: 8.5%

実際に送電混雑が
発生する路線も



+定格容量積み上げの非合理性

n海外(特に欧州)では、やってはいけない典型例

電源・負荷の等時性が
全く考慮されていない

全ての電源がピークを
迎える確率は殆どゼロ

資源エネルギー庁: スペシャルコンテンツ送電線「空き容量ゼロ」は本当に「ゼロ」なのか？
～再エネ大量導入に向けた取り組み, 2016年12月26日, 

http://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/akiyouryou.html
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+設備容量(熱容量)に対する
運用容量の比率

安田陽 (京都大学)
CC-BY 4.0

2020年2月26日
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（初出）安田陽: 送電線利用率分析と再生可能
エネルギー大量導入に向けた送電線利用拡大

への示唆, 電気学会合同研究会, 
FTE-18-029, HV-18-076 (2018)

にデータを追加して修正 

注1) データ分析対象期間は2016年
9月1日～2017年8月31日

注2) 電力広域的運営推進機関「系統
情報サービス」に記載された各
電力会社(一般送配電事業者)の
上位2系統路線の電力会社毎の
平均値

注3) 設備容量, 運用容量は各電力会社
HPの公表データ (2018年4月末
時点)

各電力会社とも実際は、設備容量に対して
50%以上の運用容量を設定している
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+運用容量の考え方
n広域機関の連系線での考え方
nただし、地内送電線での考え方は不明
n広域機関の地内送電線データでは
「熱容量」の記載しかない ⇒ 透明性の問題

7
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上限値の考え方
電力系統を安定的に運用するためには、熱容量等、同期安定性、電圧安定性、
周波数維持それぞれの制約要因を考慮する必要があり、４つの制約要因の限度
値のうち最も小さいものを連系線の運用容量としている。

１．運用容量の考え方

「連系線の運用容量」とは・・・
電力設備（送電線、変圧器、発電機等）に通常想定し得る故障が発生した場
合でも、電力系統の安定的な運用が可能となるよう、予め決めておく連系線の
潮流（電気の流れる量）の上限値のこと。

同期安定性の限度

熱容量等の限度

電圧安定性の限度

運用容量

時間（ｔ）

周波数維持の限度

連系線
の潮流
（ｋＷ）

（出典）電力広域的運営推進機関 運用容量検討会:「連系線の運用容量算出における
前提条件等について（案）（平成28～37年度）」, 第１回資料3, 2015年5月26日



+空容量の考え方

n広域機関の連系線
での考え方
n運用容量検討会
nマージン検討会
n間接オークション

n地内送電線
n透明性はあるか？
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15【参考】マージン利用の在り方

出典：第９回制度設計WG 資料5-2

（出典）電力広域的運営推進機関 マージン
検討会:「利用登録可能なマージンの設定に
ついて」, 第2回資料5-2, 2016年2月1日



+動的な空容量と静的な空容量
9

順方向と逆方向
の2つの数値

30分毎の数値

動的な空容量
(会社間連系線)

系統空容量一覧表（187kV以上）

当該設備 上位系等考慮

2 道央北幹線 3,618 1,809 熱容量 1750 94 不可　♯１ ―

4 道央西幹線 2,712 1,356 熱容量 1118 1118 不可　♯１ ―

5 泊幹線 ― ― 熱容量 1001 1001 ― ― ◇

6 後志幹線 ― ― 熱容量 1130 1130 ― ― ◇

7 後志幹線 3,154 1,577 熱容量 1135 1135 不可　♯１ ―

8 京極幹線 ― ― 熱容量 304 304 ― ― ◇

9 道央南幹線 2,394 1,197 熱容量 1125 600 不可　♯１ ―

10 南早来線 ― ― 熱容量 541 541 ― ― ◇

11 苫東厚真線 ― ― 熱容量 506 506 ― ― ◇

12 道央東幹線 3,784 1,892 熱容量 1385 94 不可　♯１ ―

13 石狩火力幹線 ― ― 熱容量 457 94 ― ― ◇

21 苗穂北線 1,278 639 熱容量 639 639 可 100

22 篠路線 1,278 639 熱容量 639 639 不可　♯１ ―

23 西札幌線 552 276 熱容量 231 231 不可　♯１ ―

24 室蘭西幹線 970 558 熱容量 0 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

25 室蘭西幹線 598 555 熱容量 0 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

26 室蘭西幹線 684 478 熱容量 0 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

27 室蘭西幹線 684 368 熱容量 0 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

28 南九条線 641 427 熱容量 427 427 可 100 ※２　

29 西小樽線 598 299 熱容量 94 94 可 100

30 双葉幹線 434 217 熱容量 105 0 不可　♯１ ―

31 胆振幹線 ― ― 熱容量 0 0 ― ― ◇

32 他社線 ― ― 熱容量 146 0 ― ― ◇

33 室蘭東幹線 366 288 熱容量 0 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

34 苫小牧火力線 802 401 熱容量 143 0 不可　♯１ ―

35 勇払線 1,216 608 熱容量 92 0 不可　♯１ ―

36 追分線 1,070 611 熱容量 153 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

37 他社線 1,070 596 熱容量 225 225 不可　♯１ ― ※３　※４　

38 他社線 1,070 535 熱容量 225 225 不可　♯１ ―

39 南札幌幹線 736 368 熱容量 193 193 不可　♯１ ―

40 北江別線 1,650 825 熱容量 661 661 不可　♯１ ―

51 道南幹線 1,466 733 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

52 北斗幹線 2,128 1,064 熱容量 434 0 不可　♯１ ―

53 他社線 ― ― 熱容量 203 0 ― ― ◇

54 知内線 1,476 738 熱容量 0 0 可 100

55 他社線 ― ― 熱容量 184 0 ― ― ◇

56 大野線 942 611 熱容量 0 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

57 函館幹線 394 197 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

58 函館幹線 394 197 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

59 今金中里支線 ― ― 熱容量 147 0 ― ― ◇

60 函館幹線 394 197 熱容量 0 0 不可　♯1 ―

61 道北幹線 766 383 熱容量 24 0 不可　♯１ ―

62 旭川南線 434 217 熱容量 166 0 可 100

63 名寄幹線 338 169 熱容量 0 0 不可　♯４ ―

64 名寄幹線 338 169 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

65 旭川幹線 390 213 熱容量 33 0 不可　♯１ ― ※３　※４　

66 滝川幹線 546 273 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

67 奈井江幹線 552 276 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

71 狩勝幹線 1,898 949 熱容量 466 0 不可　♯１ ―

73 他社線 394 197 熱容量 0 0 不可　♯１ ―

74 日勝幹線 664 332 熱容量 155 0 不可　♯１ ―

75 日勝幹線 664 332 熱容量 160 0 不可　♯１ ―

76 日勝幹線 ― ― 熱容量 0 0 ― ― ◇

77 奥沙流支線 ― ― 熱容量 15 0 ― ― ◇

78 奥新冠線 ― ― 熱容量 16 0 ― ― ◇

79 奥新冠線 276 276 熱容量 60 0 不可　♯２ ― ※１

80 奥新冠線 276 276 熱容量 71 0 不可　♯２ ― ※１

81 下新冠支線 ― ― 熱容量 25 0 ― ― ◇

82 高見線 524 262 熱容量 0 0 可 100

83 高見線 524 262 熱容量 41 0 可 100

84 高見線 ― ― 熱容量 62 0 ― ― ◇

85 春別支線 184 184 熱容量 64 0 不可　♯２ ― ※１

運用容量
制約要因

空容量(MW)
N-1電制適用

可否

N-1電制
適用可能量

(MW)
備考

275 2

送電線
No

送電線名
電圧
（kV）

回線数
設備容量

(100%×回線数)
(MW)

運用容量値
(MW)

275 2

275 2

275 2

275 2

275 2

275 2

275 2

187 2

187 2

275 2

275 2

275 2

187 2

187 2

187 3

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

275 2

275 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 1

187 2

275 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 1

187 1

187 1

187 2

187 2

187 2

187 2

187 2

187 1

187 1

187 1

187 2

【留意事項】

(1) 運用容量値は、電圧や系統安定度などの制約により、変わる場合があります。備考欄をご参照願います。

※１ １回線送電線（１バンク運用）のため１回線（１バンク）設備容量を記載

※２ ３回線送電線（３バンク運用）のため１回線（１バンク）故障時を考慮し２回線（２バンク）分の容量を記載

※３ １回線（１バンク）故障時の電源抑制や系統切替を前提に時間を限定して使用できる設計上の熱容量を考慮

※４ ループ系統構成（電源線を含む）を考慮

※５ ２回線（100%×2）で運用しており、１回線停止時は北海道本州間連系設備（以下、北本連系設備）も１回線停止となり、北本連系設備の１回線設備容量以上の潮流が流れない設備構成としていること

から、運用容量は２回線の設備容量としております。連系設備（以下、北本連系設備）も１回線停止となり、北本連系設備の４ ※３ ※４ ※３ ※４ ※３ ※４

(2)  空容量は目安であり、系統接続の前には、接続検討のお申込みによる詳細検討が必要となります。その結果、空容量が変更となる場合があります。

(3)  原則として熱容量に基づく空容量を記載しております。その他の要因（電圧や系統安定度など）で連系制約が発生する場合があります。

(4) N-1電制適用可否欄には、熱容量制約の解消を目的とした当該設備へのN-1電制の適用可否の目安を記載しております。系統接続の前には、接続検討のお申込みによる詳細検討が必要となります。その

結果、適用可否が変更となる場合があります。適用不可の場合の理由は以下のとおりです。

♯１ 基幹系ループ系統のため

♯２ １回線送電線のため

♯３ 配電用変電所のため（高圧電源の系統連系の場合、N-1電制は対象外となります。）

♯４ 安定度制約のため（制約が確認できているもの）

♯５ ２回線（100%×2）で運用しているため
(5) N-1電制適用可能量欄には、熱容量制約の解消のため当該設備にN-1電制を適用した場合の適用可能量（上位系考慮なし）の目安を記載しております。系統接続の前には、接続検討のお申込みによる詳細
検討が必要となります。その結果、適用可能量が変更となる場合があります。なお、高圧系統に接続される電源の場合、N-1電制は対象外となります。

(6)  発電設備等が連系する変圧器によっては、別途バンク逆潮流対策が必要になる可能性があります。

(7)  3年以内に増強した系統へ連系する場合は、空容量の範囲内であっても、増強工事費の一部を負担いただくことがあります。

(8)  社会的に影響を与えることが懸念される重要施設への供給系統に関する情報や、電力供給契約が特定できるような第三者情報などについては、公開しておりません。

(9)  個々の電源の運転状況や需要者の電力使用状況が推測可能な電源線や専用線等であり、設備容量、運用容量、N-1電制可否、N-1電制可能量を非公開とする設備は、備考欄に「◇」を記載しております。

転載禁止　北海道電力ネットワーク株式会社

静的な空容量
(会社間連系線)

順方向と逆方向
の区別はない

1線路につき
1つの数値だけ

（出典）電力広域的運営推進機関:
広域機関システム
http://occtonet.occto.or.jp/public/df
w/RP11/OCCTO/SD/LOGIN_login#

（出典）北海道電力ネットワーク:
系統容量一覧表(187kV)

https://wwwc.hepco.co.jp/hepcoww
wsite/network/con_service/public_

document/pdf/sys_capa_list.pdf



+ 8

（1）「直接オークション」で䛿、連系線を利用する地位又䛿権利を、「物理的送電権」として、オーク
ションにより割り当てる䛾に対し、「間接オークション」で䛿、こうした権利䛾割当てを行わず、全て
䛾連系線利用をエネルギー市場（日本でいえ䜀JEPXにおけるスポット市場）を介して行うこととす
る仕組み。

（2）具体的に䛿、現行ルールで䛿、前日10時䛾空容量だけを活用して、スポット市場取引（※）が行
われている䛾に対し、これを原則、連系線䛾全て䛾容量を対象としてスポット市場取引に割り当
てることとする仕組みと考えることができる。
（※）我が国䛾スポット市場䛿現在でも全国市場であるため、連系線䛾全て䛾容量をスポット市場取引に割り当てることが、す

なわち、間接オークションと同義となる。

（3）すなわち、現行䛾「先着優先」に基づく連系線予約䛾受付を停止する又䛿スポット取引に対して
優先的に割り当てることとすれ䜀、実質的に、間接オークションが実現。

5. 間接オークションとは

先
着
優
先
で

容
量
割
当
て

①
②
③

前日10:00䛾空容量䛾範囲内で

䛾みスポット市場に活用

④
⑤

⑥

現行の仕組み
（いわば、先着優先と間接オークションのハイブリッド）

間接オークション

買

売

売

売

買

買

買

売

売

売

買

買

買

売 買

売

原則、全て䛾連系線容

量をスポット市場に活用

間接オークション
n市場で約定した取引に自動的に送電権が付与

n直接オークション：電力取引とは別に送電権も入札
n既存/新規、大規模集中/小型分散、電源種を問わ
ず、透明で非差別的な送電線利用

n会社間連系線では2018年10月から導入済み

（出典）電力広域的運営推進機関:「基幹送電線の利用率の考え方
及び最大利用率実績について」, 2018年3月12日

10



+先着優先

n先着優先 first-come, first-serve
n「早い者勝ち」とも訳される。
n既存プレーヤー(従来型電源)に著しく有利

nこれまで、地域間の連系線利用ルールである
「先着優先ルール」は、経済的に優位性のある
電源が新規に現れたとしても、空き容量が十分
でない場合は連系線を利用できないため、広域
メリットオーダー(より安い電源から動かす)の
妨げとなっていた。
n 資源エネルギー庁: 間接オークションについて, 2018年10月1日

https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/implicit_auction/pdf
/summary.pdf

11



+空容量問題の根本原因
n 日本の場合
n変電所/送電線の空容量が不足

…と説明されるが…。
n「空き容量」は定格容量ベースで計算
n先着優先なので、従来型電源に有利

n欧州の場合
n「空き容量」は実潮流ベースで計算
n変電所/送電線の容量不足を理由に接続を拒否
してはならない。

n再エネ優先接続の徹底

12

予約ベース

実測ベース



+日本の連系線の双方向連系線利用率
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（出典）安田陽: 日本の会社間連系線利用率はどのように変化したか？, 電気学会合同研究会 FTE-19-015 (2019)



+現在行われている議論
n経産省：日本版コネクト＆マネージ

（出典）電力広域的運営推進機関:「基幹送電線の利用率の考え方
及び最大利用率実績について」, 2018年3月12日

少しずつ前進
だが…？

14

13今後の系統利用拡大に向けて

� 更なる系統利用拡大に向けて、「想定潮流の合理化」「Ｎ－１電制」の導入により空容量
を拡大していく。

� さらに、年間平均利用率が２～３割程度にとどまっている送電線もあることを踏まえ、夜間
や端境期など電力潮流の少ない断面の系統利用を促す仕組み「ノンファーム型接続」の早
期導入を目指していく。

年間

ＭW

最大潮流
（想定）

空容量
運用容量

想定潮流

「N-1電制」の適用により運用容量を拡大

「想定潮流の合理化」により最大潮流想定の精度向上

「ノンファーム型接続」の
導入により系統の空容量
がより利用しやすく

（特定の送電線に流れる電力潮流と運用容量のイメージ）



+
8

（1）「直接オークション」で䛿、連系線を利用する地位又䛿権利を、「物理的送電権」として、オーク
ションにより割り当てる䛾に対し、「間接オークション」で䛿、こうした権利䛾割当てを行わず、全て
䛾連系線利用をエネルギー市場（日本でいえ䜀JEPXにおけるスポット市場）を介して行うこととす
る仕組み。

（2）具体的に䛿、現行ルールで䛿、前日10時䛾空容量だけを活用して、スポット市場取引（※）が行
われている䛾に対し、これを原則、連系線䛾全て䛾容量を対象としてスポット市場取引に割り当
てることとする仕組みと考えることができる。
（※）我が国䛾スポット市場䛿現在でも全国市場であるため、連系線䛾全て䛾容量をスポット市場取引に割り当てることが、す

なわち、間接オークションと同義となる。

（3）すなわち、現行䛾「先着優先」に基づく連系線予約䛾受付を停止する又䛿スポット取引に対して
優先的に割り当てることとすれ䜀、実質的に、間接オークションが実現。

5. 間接オークションとは

先
着
優
先
で

容
量
割
当
て

①
②
③

前日10:00䛾空容量䛾範囲内で

䛾みスポット市場に活用

④
⑤

⑥

現行の仕組み
（いわば、先着優先と間接オークションのハイブリッド）

間接オークション

買

売

売

売

買

買

買

売

売

売

買

買

買

売 買

売

原則、全て䛾連系線容

量をスポット市場に活用

本質的議論の不在
n公平性・透明性の観点からは、
電力市場取引を通じた間接オークションの
導入が望ましいはずだが…。

n会社間連系線では導入決定。地内送電線では…？

（出典）電力広域的運営推進機関:「基幹送電線の利用率の考え方
及び最大利用率実績について」, 2018年3月12日
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+間接オークションの抜け穴

n経過措置
n対象：2016年度利用計画として登録された長期連
系線利用計画値

n期間：2018～2025年度
n先着優先ルールで容量登録されている計画値が
2025年まで延命

n市場分断により寝差が生じた場合には、その差額
が給付される

16

新規参入者の参入障壁緩和(既得
権益の解消)が目的なのに、既得

権益者擁護の例外措置



+東京電力PGの「試行的な取り組み」
17

無断複製・転載禁止 東京電力パワーグリッド株式会社

3千葉基幹系統における再エネ拡⼤の試⾏的な取り組み
【現⾏の考え⽅】
� 「最も過酷※」な断⾯を設定し、平常時に混雑を発⽣させない前提で潮流想定を
合理化し、空容量を算出し、系統アクセス検討を実施

【今回の考え⽅】
� 千葉⽅⾯においては、太陽光や⾵⼒などの変動電源の特性を踏まえ、平常時の
混雑の際に発電出⼒抑制を許容し、時間ごとにきめ細かな断⾯で潮流想定を合
理化し、系統アクセス検討を実施

佐京連系を対象とし、8,760時間の想定潮流を算出し、空容量の有効活⽤を検討

連系前

想定潮流

空容量

時間
8760

連系後

抑制

現行の
想定潮流
（連系前）

（連系後）

送
電
容
量

送電容量
不⾜

【現⾏ルール】 【系統混雑時の発電出⼒抑制】

これを活⽤し、
系統アクセス検討

※送配電等業務指針第62条「流通設備の設備形成は、（〜中略〜）通常想定される範囲内で評価結果が最も過酷になる電源
構成、発電出⼒、需要、系統構成等を前提としている。」

（出典）東京電力パワーグリッド: 千葉方面における再生可能エネルギーの効率的
な導入拡大にむけた「試行的な取り組み」について, 2019年5月17日

無断複製・転載禁止 東京電力パワーグリッド株式会社

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

0 720 1440 2160 2880 3600 4320 5040 5760 6480 7200 7920 8640

想
定
潮
流
(万
kW
)

試⾏前の想定潮流
再エネ追加連系時の想定潮流

8760

4千葉基幹系統での再エネ導⼊拡⼤時の混雑状況の試算
� 再エネ追加連系時の混雑状況を試算すると佐京連系の限界超過量は僅か
� 「試⾏的な取り組み」により、千葉⽅⾯に相応の規模の再エネ系統連系
の可能性

� 佐京連系の限界を超過する時間に発電出⼒制御が必要
� 佐京連系の限界を超過する発電⼒については系統内の供給⼒として⾒込
めない

注：想定潮流䛿需要や
電源等䛾条件が変われ
䜀、本試算通りとならな
い場合があります。

佐京連系の限界

【佐京連系の想定潮流(系統制約)の試算】

・発電出⼒制御が
必要

・供給⼒として
⾒込めない

持続曲線 duration curve
(24時間×365日データ
の降順並び替え曲線)
= 詳細検討の証拠
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n年間時系列データから持続曲線を作成

例: ある年のあるエリアの需要 [MW]１時間値データ (24時間×365日＝8760点)

n持続曲線 duration curve
n 年間負荷時系列データを降順に
並び替えたもの

n 出現頻度が一目で把握できる
n 確率統計的評価が可能となる

（出典）安田陽: 世界の再生可能エネルギーと電力システム 電力システム編,インプレスR&D (2018)

持続曲線
18



+東電PG方式の拡大

n「千葉県で（送電容量が
余った場合に再生エネが
その枠を利用できる）
『ノンファーム型接続』
の実証実験に参画すると
決めた。データ蓄積や出
力制御のノウハウを培い、
実用化を目指す」
n (出典)日本経済新聞: 2020年7月9日

https://r.nikkei.com/article/DGXMZO613297
90Z00C20A7L41000?s=4

19



+「ノンファーム型」の落とし穴
20

【参考】千葉エリアにおけるノンファーム型接続の先行実施
z 千葉エリアは、多くの再エネの接続申込みがあり、基幹系統（スライド39参照）の空き容量がゼロの
ため、追加接続を可能にするには、長期かつ高額な増強工事が必要となる。そこで、試行的な取り組
みとしてノンファーム型接続を先行的に実施することを2019年9月に決定し、申込み順に接続契約手
続を実施中。

【ノンファーム型接続の対象エリア】
(青色が対象エリア)

【千葉エリアの接続申込状況】

（出所)千葉方面における「試行的な取り組み」の概要
http://www.tepco.co.jp/pg/consignment/fit/pdf/briefing_20190809.pdf 37

【参考】北東北エリアにおけるノンファーム型接続の先行実施

z 東北北部地域では、送電線の空き容量不足により、再エネ導入のため大規模な基幹系統の増強が必要
となり、2016年10月より、系統増強を共同負担する電源を募集する入札プロセスが開始。

z 入札の結果、250万kWを超える洋上風力発電を中心に2020年1月に約380万kWの再エネ電源が
接続が確定。

z これらの再エネについては、送電線が混雑している場合には出力制御を受け得ることを条件に、系統の増
強（2031年頃完成）を待たず、プロセス終了後、順次速やかに接続を認めることとしている（ノン
ファーム型接続）。

（注）「系統確保」と洋上風力の「事業者選定」の関係
¾ 公募の結果、募集プロセスにより系統確保した事業者以外の者が選ば

れる可能性がある。
¾ そのため、 支払済みの工事費負担金等及び諸経費相当額を対価と

して選定事業者に系統容量が承継される仕組みを整備。

【東北地方北部で接続予定の電源：地域別内訳】 【東北地方北部で接続予定の電源：電源別内訳】

赤線が
増強予定の送電線
（秋田⇒宮城・新潟）

㟁※✀ู
௳ᩘ
[ ௳ ]

㐃⣔ᐜ㔞
[ ୓kW ]

ኴ㝧ග 2 2

㝣ୖ㢼ຊ 24 115

ὒୖ㢼ຊ 16 260

䛭䛾௚෌䜶䝛䠄䝞䜲䜸➼䠅 25 6

ྜィ 67 383

38

（出典）資源エネルギー庁: 非効率石炭のフェードアウト及び再エネの主力電源化に向けた 送電線利用
ルールの見直しの検討について, 第26回 電力・ガス基本政策小委員会, 資料3, 2020年7月13日

実潮流に基づく動的な
空容量計算に基づく

考え方

静的な空容量計算
に基づく考え方



+米国のファーム/ノンファーム制度

①本来、送電サービスは非差別的である
（差別してはならない）

②ファームとノンファームは利用者の方で選択可能
である

③ファームは確実に輸送できる代わりに送電混雑が
発生した場合は、追加で混雑料金を支払わねばな
らないい

④ノンファームは輸送できない場合があるが混雑料
金を支払わなくてもよい

21

(出典) 安田陽: 世界の再生可能エネルギーと電力システム ～系統連系編, インプレスR&D (2019)



+募集プロセス
n電力広域的運営推進機関『送配電等業指針』

n (発電設備等系統アクセス業務における工事費負担金) 
第106条 発電設備等の系統連系工事に要する工事費のう
ち、系統連系希望者が負担する工事費負担金の額は、次の
各号の区分に応じ、決定する。 
一 次号及び第3号に掲げる場合以外 電源線に係る費用に
関する省令（平成16年12月20日経済産業省令第119号）
及び費用負担ガイドラインに基づいて算出された金額 
二 電源接続案件募集プロセスが成立した場合 電源接続
案件募集プロセスに基づき決定された金額

北海道 東北 東京 中部 中国 四国 九州
3件 13件 6件 2件 1件 1件 14件

2020年11月末現在

（出典）https://www.occto.or.jp/access/process/boshu_process_oshirase.html

22



+募集プロセスの不透明性

 
 

募集要領における入札対象工事(第11回ＷＧでの報告事項) Ｐ4 

〔募集容量〕 

約２８０万ｋＷ 

〔入札対象工事(概要)〕 

秋田地区から西仙台変電所まで
の５０万Ｖルート構築 

〔入札対象工事〕 

応募量の拡大や応募の集中状況
を踏まえ検討 

 

西仙台(変) 
 

西山形(変) 
 

宮城(変) 
 

新庄(変) 

 

上北(変) 青森(変) 
 

能代(変) 
 

秋田(変) 
 

岩手(変) 
 

能代火力 
 

秋田火力 
 

 

越後(開) 
 

 
 

Ｐ7 １ー（１）入札対象工事（案）の概要（１／２） 

【入札対象工事(案)の概要】 

 ①５０万Ｖ送電線整備(約100km) 

 ②５０万Ｖ変電所新設 

 ③その他関連工事 
  既設送電線昇圧･延長(約260km)他 

【入札対象工事(案)の工期】 

 ・工事着手より約１１～１３年 

   工程の概要を次項に示す 

 

西仙台 

西山形 

 

宮城 

 

上北 青森 
 

秋田 岩手 
 

八幡 

能代 
 

能代火力 

秋田火力 

越後 

新庄 
 

(新設) 
 

① 

② 

③ 

新設 

既設昇圧･延長 

（出典）経済産業省 系統WG: 第13回資料1, 2017年12月12日

第11回WG資料
(280万kW)

第13回WG資料
(350～450万kW)

途中で計画変更？
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+連系線活用による出力抑制の低減

 
 

Ｐ18 １ー（３）風力・太陽光の需給面の出力制御見通し（２／２） 

 ※ 制御率 ＝ 出力制御量 ÷ 制御前発電想定量  

9 系統ＷＧで国が示した再エネ制御見通しの算定方法（2016年度実績ベース）を用
いて算定 

9 平成29年10月末時点の連系確定分（風力280万kW，太陽光915万kW）は，連系済
とし，更に応募電源分（全電源合計で350～450万kW）を加算 

9 指定ルール風力，太陽光は，全系一律の上限値指令で制御 

9 連系線活用期待量は94万kWとして算定 

【算定条件】 

（参考）連系線活用期待量を更に
100万kW，200万ｋＷ増やした
場合の試算 

募集プロセスの応募電源が３５０万ｋＷ程度～４５０万ｋＷ程度連系した
場合の需給面の出力制御見通し 

注）募集プロセスの応募電源の電源種別を，
応募に応じ均等圧縮し考慮 

連系線活用期待量 出力制御時間 指定ルール 
風力制御率※ 

指定ルール 
太陽光制御率※ 

94万kW 1,919～2,276時間 12～16％ 25～28％ 

（参考）194万kW 1,006～1,273時間 5％～7% 11～13％ 
（参考）294万kW 454～609時間 2％～3% 4～5％ 

（出典）経済産業省 系統WG: 第13回資料1, 2017年12月12日

このような数値が出るの
は一歩前進だが…。

そもそも募集プロセス
自体が不要では？
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+ 募集プロセスの法的根拠(?) 25

第18条
託送供給約款

第28条の46
送配電等業務指針

電気事業法

第106条
発電設備等系統
アクセス業務に
おける工事負担金

送配電等業務指針

4.
ネットワーク側の
送配電設備等の
増強等に係る発電
設備設置者の費用
負担の在り方

費用負担指針

第75条
募集プロセスの

実施

第76条
募集プロセスの
系統連系工事

業務規程

66.
受電地点への供給
設備の工事負担金

託送供給約款

資源エネルギー庁

一般送配電事業者

電力広域的運営推進機関

法律

認
可
。
不
当
に

差
別
的
で
な
い
こ
と

認
可
。
不
当
に
差
別
的
で
な
い
こ
と

…
に
基
づ
き
決
定

さ
れ
た
金
額

…
に
基
づ
い
て
決
定
さ
れ
た
金
額

※東京電力パワーグリッドの例

…
に
よ
っ
て
算
定

さ
れ
た
金
額

…
に
基
づ
き
算
定
し
た
金
額

パス回しが
迷走して
責任が曖昧

（出典）安田陽: 世界の再生可能エネルギーと電力システム 系統連系編,インプレスR&D (2018)



+7月3日梶山経産大臣発言

n7月3日: 梶山経済産業大臣閣議後記者会見
n「再エネ導入を加速化するような基幹送電線の
利用ルールの抜本見直し等の具体策について、
地域の実態等も踏まえつつ検討を進めていきた
いと考えております」
n (出典) 梶山経済産業大臣の閣議後記者会見の概要, 2020年7月3日

https://www.meti.go.jp/speeches/kaiken/2020/20200703001.html

n7月13日: 第26回 電力・ガス基本政策小委員会
n7月22日: 第18回 再生可能エネルギー大量導入・
次世代ネットワーク小委員会(電力・ガス事業分
科会)、第6回再生可能エネルギー主力電源化制度
改革小委員会(基本政策分科会)合同会議

26



+ノンファーム型接続の見直し
27

z ノンファーム型で接続している再エネは、系統混雑時の制御を条件に接続する電源であり、系統
混雑時には非効率な火力電源を含む先にファームで接続している電源に劣後し、出力制御を受
けることになる。また、大規模な再エネの潜在容量も多い系統では、再エネの接続により、将来的
に多くの出力制御が発生する可能性もある。

ノンファーム型接続における課題について

送電可能容量

通常時 混雑時

出力制御
ノンファーム型
接続の再エネ

先に接続していた火力電源

空容量

送電線の容量に空きがある場合、
送電可能。

⇒見直しを検討

送電可能容量を超えると、
先に接続していた電源が優先され、
出力制御を受ける。

41（出典）資源エネルギー庁: 非効率石炭のフェードアウト及び再エネの主力電源化に向けた 送電線利用
ルールの見直しの検討について, 第26回 電力・ガス基本政策小委員会, 資料3, 2020年7月13日

一歩前進か？



+送電線関係政策の動向

n進歩的提案と守旧的抜け道の混在
n確実によい方向に進んでいる。ただし…
n歩みが遅い
n3歩進んで2歩下がる（場合によっては3歩下がる）

n合意形成のプロセスの中での玉虫色の決着？

n産業界・市民にできること
n政策決定のプロセスの監視
n特に、用語・表現の変化に注意

n政策効果の計測 (規制影響評価: RIA, 費用便益分析)
n政府への情報提供 (特に海外情報)
n政策提言 (我田引水でなく、透明性と非差別性)
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+まとめ (空容量問題の根本原因)
n実潮流ベースの議論になっているか？
n実潮流ベースでなく、定格容量の積み上げ
n停電対策が過剰設計である可能性
n設備が有効に利用されていない
n送電部門のスマート化 (ICT化) が遅れている？

n送電線の利用ルールは中立・公平か？
n単純に、運用方法が新規技術(再エネ)に未対応
n新規参入者にリスク転嫁 ⇒ 新技術の参入障壁
n電力市場取引が有効に利用されていない
n送電線は誰のものか？ ⇒ 発送電分離後の送電会社
のビジネスモデルに期待

29



+

ご清聴有り難うございました。

yasuda@mem.iee.or.jp

送電線空容量問題の深層と
その後の最新動向
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